
令和元年度 災害支援協議会を開催しました
テーマ：大規模災害時の災害支援活動を素早く的確に行うために

近年は、想定を越える大規模が災害が各地で発生しており、今後、県内においても、こ

のような災害が、いつ、どこにおいても起こりうるものと考えております。

このような中、長崎振興局においては県民の安全・安心確保の観点から、大規模災害発

生時の県所管の公共土木施設被災等への緊急対応体制の充実を目的として、県が緊急の作

業等を実施する必要があると判断した場合、災害支援協定団体に支援要請を行うこととし

ておりますが、その連携強化・充実を図る目的で、定期的に意見交換会や訓練等を行って

おります。今回、当局と災害支援協定締結団体8団体とが、下記の通り意見交換会を開催

しました。

○ 参 加 者

【田口次長の開会挨拶】

長崎振興局 （一社）長崎県建設業協会長崎支部

次長兼建設部長 田口 陽一 副支部長 福田 昌稔

長崎振興局建設部 （一社）長崎県建設業協会長崎支部

検査指導幹 浦川 剛志 事務局長 原口 義則

長崎振興局建設部 （一社）長崎県造園建設業協会県南支部

検査指導幹 笹田 幸男 理事 松本 公明

長崎振興局建設部 （一社）長崎県造園建設業協会県南支部

道路維持課長 野田 章則 ㈲金子兄弟造園代表取締役 金子 敏博

長崎振興局建設部 長崎県建設環境協同組合

河川課長 里 恒弘 防災委員長 村山 和紀

長崎振興局建設部 長崎県建設環境協同組合

砂防課長 田尾竹一郎 事務局 蒲原 利幸

長崎港湾漁港事務所 （一社）長崎県測量設計コンサルタンツ協会

所長 川口 末寿 太洋技研㈱取締役兼技術開発部長 岩永 徹

長崎港湾漁港事務所 （一社）長崎県測量設計コンサルタンツ協会

港湾課長 太田 寛貴 ㈱髙松設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ代表取締役 髙松 隆介

長崎港湾漁港事務所 （一社）長崎県地質調査業協会

漁港課長 城戸 学 副理事長 鳥羽 美幸

県央振興局農林部 （一社）長崎県地質調査業協会

検査指導幹 服巻 誠 災害対策委員会委員 竹ノ内 政宣

県央振興局農林部 （一社）長崎県ほ装協会

土地改良課長 川口 博宣 ㈱長崎日舗工事部長 園田 勝美

長崎振興局建設部 （一社）長崎県ほ装協会

副部長（事務）兼管理課長 事務局長 小川 秀樹

北嶋 弘記 事務局
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配席図

開催日時：令和元年 6 月 1８日（火）１３：３０～１５：００

開催場所：長崎振興局 AB 会議室

〈 次 第 〉

１．開会挨拶

２．参加者紹介

３．議 事

●議題① 平成３０年度の活動報告

●議題② 令和元年度の活動予定

●議題③ 近年の被災状況と被害情報収集の取り組み

●その他

４．閉会



[説明 事務局 平本主任技師]

○ 議 事

■議題① 平成３０年度の活動報告

県 、（ 一 社 ） 長 崎 県 建 設 業 協 会 長 崎 支 部 、（ 一 社 ） 長 崎 県 建 設 環 境 組 合 、

（一社）長崎県地質調査業協会、（一社）長崎県港湾漁港建設業協会の順で報告

■議題② 令和元年度の活動予定

県、（一社）長崎県地質調査業協会から報告

◎防災演習１

●防災演習１の情報伝達訓練におけるスマートフォン操作を確実に行うため、「スマート

フォンへのシステム設定と活用方法」について説明を行う。

●その後に、地震に伴い想定される２箇所の被災に対する応急対策 演習を官民混合で

編成した６チームに分け、ワークショップ形式で行う。

●災害支援協定締結６団体とも、「割り当て人数を出席させること」及び「開催日時」に、

特に問題ないことを確認した。

◎防災演習２

●防災演習１で担当者へ周知を図ったのち、防災演習２として初動対応訓練を実施する。

●参加団体としては、昨年と同様、災害支援締結 6 団体で実施する。

●大規模な地震災害を想定し、現地確認の場所については、あらかじめ設定した１０箇

所程度を想定し、報告を行う。内、1～２箇所についてＵＡＶによる撮影写真を報告

する。

■議題③ 近年の被災状況と災害情報収集の取り組み

近年土砂災害が甚大化また頻発化している中にあり、国においては、情報収集の手段と

して、人工衛星画像や航空写真を用いた調査なども行われ、二次災害防止のための技術的

助言などを行う土砂災害専門家の派遣に繋げられていること、また、目視できない箇所や

危険な場所など、UAV（ドローン）を活用することで、迅速で的確な情報収取が可能とな

り、災害防止対策に繋がっていることが

などを紹介した。

また、昨年大雨特別警報が出された

7 月の豪雨により被災した箇所の報告を

「ハザードマップ作成支援システム」を

活用したスマートフォンで行うとともに、

ＵＡＶでの撮影も合わせて行うことで、

より詳細な情報取集が可能となることを

説明した。

その他、円滑な災害支援体制の確保に

繋がるよう、本年度から新たな情報として

導入されている警戒レベルについて、情報

提供を行った。



【人工衛星を活用した調査】 【ドローン使用状況】

【Ｈ30.7 情報伝達】

【Ｒ1 導入の警戒レベル】

【閉会（まとめ）】

●令和元年度の活動について

連絡体制の強化と対策技術の維持向上を図るため、昨年度と同様に防災演習１（応

急対策演習）と防災演習２（初動対応訓練）を継続して実施する。

なお、防災演習２の初動対応訓練では、「砂防課開発ｱﾌﾟﾘを活用したスマートフォ

ン」を主体に「従来のメール」も選択可能とした情報伝達、並びに被災想定１～２箇

所の UAV による被災状況の撮影を要請する。

以上について確認し、閉会した。

【意見交換の様子】


